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２Ｇ０５

非科学技術領域からのイノベーション支援：その役割と展望

○西川　洋行（県立広島大学）

１．背景

　科学技術立国を標榜する我が国は、科学技術に裏

付けられた高度な産業技術に支えられ発展してきた

が、所謂イノベーションの時代の到来により、既存

の科学技術の延長上に未来を描くことが難しくなっ

ている。新たなビジネスモデルの登場が業界勢力図

を塗り替え、予想もしない課題の発見が新市場を創

出するようになった結果、もはや科学技術のみで繁

栄を維持することは難しく、社会科学や人文科学の

知識・知見をも活用しなければならない時代となっ

ている。もはや理系と文系という区分はその意義を

失い、イノベーション競争の時代にあっては文理融

合の新たな知の創造が不可欠である。

　イノベーションの本来の概念は技術革新に限定さ

れるものではなく、より正しくは「新結合」(1) と訳

されべきものである。過去のイノベーションの事例

を見ても、既存のものを新たな関係性で結合させた

ことによって創出されたとされるものが多く、例え

ば iPhone しかり、ビジネスモデルとしての Amazon

しかりである。既存の技術体系や市場等の内部での

競争であれば、従来の延長上での古典的なリニア

モデル (2) に従った技術開発により成否が分かれる

が、既存の市場や技術体系を一変させる破壊的イノ

ベーション (3) においては、組合せの良否が成否を分

けると言われている。ビジネス界においては、ます

ます破壊的イノベーションの重要度は増し、新結合

というイノベーションのキーワードの重みが増して

いる。こうした状況は、大企業のみならず地域の中

小企業や地域社会、行政施策、大学等に至るまで波

及し、こうした新結合＝新たな関係性を基盤とする

様々な活動への取り組みが進んでいる。

　

２．科学技術と社会科学の融合

　イノベーションが既存の技術体系の延長上にある

持続的イノベーション (3) とは異なり、破壊的イノ

ベーションでは、必要とされる新たな知識・知見は

科学技術の範疇に留まらず、経営学や社会学等の文

系学問にまで拡大する。さらに、市場・顧客・製品

やサービスのカテゴリー等のビジネス環境も劇的に

変化する。長年同じ業界で既存の優れた独自技術や

製品に支えられて事業を続けきた多くの企業にとっ

ては、新たな知識・知見や関係性を要求する破壊的

イノベーションは大きな脅威となる。破壊的イノ

ベーションが突き付ける文理融合の新たな知識・知

見や関係性に対応可能な人材を有している企業は少

なく、特に規模の小さい中小企業にこそ影響が大き

い。この破壊的イノベーションへの対応こそが経営

上最も喫緊で重要な課題と言っても過言ではなく、

文理融合的に知識・知見を活用し、独自技術と経営

理論を組み合わせ、顧客・市場目線で経営戦略を考

える必要がある。地域経済についても同様であり、

地域ブランドや観光客誘致、名産品等をめぐって地

域間競争が激化し、競って地域活性化に鎬を削る状

況にある。地域ブランドや観光振興一つを取ってみ

【要旨】　中小企業への支援においては、製造業の分野ですら科学技術的内容で解決できるケースは少な

くなっており、経営上の課題解決や商品企画自体の指導等々の支援が中心となることがケースが増加し

ている。また、地域振興・活性化においても、地域社会や産業界との連携の中で、こうした非科学技術

領域での支援の重要性が増している。大企業ですら例外ではなく、自社技術を持て余し、収益に結びつ

ける商品企画やビジネスモデルの構築に苦しんでいる。こうした現実を踏まえ地域社会や産業界の非科

学技術領域での支援について紹介し、課題の整理や解決に向けた考え方、方針を説明する。また、こう

した状況に対応し実施している事例について整理・分析し、合わせて考察を行う。
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にする。地方のベンチャー企業であったこの企業は、

同時期に設立された同じ地域の他のベンチャー企業

と比較すると、市場開拓や製品企画において顕著な

違いが見られた。他のベンチャー企業が設立時から

同一の技術分野や市場で企業活動を継続しているの

に対し、この企業は多様な技術分野・市場に参入し、

多くの失敗を重ねながらも一定の成功を収めて企業

規模を拡大してきた。こうした企業活動を支えてい

たのは、筆者の調査分析による限り２人のキーパー

ソン（Ａ、Ｂ氏とする）の存在であった。Ａ氏は社

外の情報を集めて分析し新事業等の企画を行ってい

た。集める情報は市場や他社の動向から先端技術情

報まで多岐にわたり、まさに文理融合型の知識・知

見を総合的に扱っていた。「全国で行ったことのな

い大学は無い」と言うくらい、産学連携に関する情

報収集も非常に熱心であった。Ｂ氏は事業部におい

て試験や試作を指揮する人物である。Ａ氏が提案し

た新企画や改善等について検討し、試験・試作等を

行って採否を判断していた。破壊的イノベーション

においてはこうした企画提案等の仮説を実際に検

証、分析、修正を繰り返して完成度を高めていくと

いう手法（４）が有効と言われており、本事例は、そ

うした仮説検証型の PDCA サイクルを回して企業の

発展を為し得た好例と言えよう。巧みに連携する２

人のキーパーソンの存在がこの企業の成長発展の原

動力となったと言え、こうした社員の存在が破壊的

イノベーションの成否を左右することのよい証左で

ある。しかしながら、こうした人材は希少であり、

ましてや育成は非常に難しく、こうした希有な事例

を除けば、中小企業が独自にキーパーソンを得て飛

躍を目指すことは困難であると言わざるを得ない。

５．地域での取り組み

　中小企業単独では困難な人材育成や経営戦略・企

画立案といった機能を、集団で補完しようとする試

みがある。長野県飯田市（5）や静岡県浜松市（6）での

取り組みが有名であるが、筆者が参画している事

例（7）（図２）では、市の工業会や商工会に加え市役

所がそれをサポートする形で参画し組織運営を行っ

ている。行政が産業界と密接に関わり合い、産業振

興を通じた地域活性化を図っていることが特徴であ

る。こうした地域における産官連携を基盤にして、

地域住民を巻き込んだ「全員参加の地域おこし」へ

と発展させ、自律的且つ自立的な事業へと定着させ

るべく取り組んでいる。地域振興・活性化を支える

人材はとかく外部に求める傾向がみられるが、そう

した外部人材が去ると同時に推進役を失って衰退す

る傾向があり、地元の人材が主導しない限り継続性

のある取り組みとはならない。そうした地域の人材

は、例えば地元で働く企業人、行政職、農家等の自

営業主、カフェの店主等々身近にいる人である事例

が多い。本事例は、そうした人材を地域内で発掘・

育成することも目的としている。当初は地域企業間

の人的課題に対する互助的な取り組みであったが、

企業・地域の人材育成から、経営者の資質向上や地

域のリーダの発掘・育成までも視野に入れた活動へ

と発展している。

　一方、次の事例（図３）は行政が主体となる取り

組みで、地域の観光振興を目的としている。これま

図１　ある中小企業でのイノベーション体制

図２　あきたかたコンソの事例 (7)
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ても、地域間競争には文理融合の多様な知識・知見

が不可欠である。優れた技術を持つ地元企業や誘致

された大手企業の生産工場だけでは地域の維持・発

展を支えることはもはや不可能であり、伝統や歴史、

観光資源開発やブランド戦略等、多様な分野にわた

る知識・知見を活用し新たな関係性を見出して独自

の高付加価値・高収益の商品や集客性の高い観光産

業を創出しなければならない。

３．ニーズ・プル型への転換：課題解決型事業

　破壊的イノベーションにおいては、特定の発明や

技術、特定の分野を出発点としたアプローチは成立

しえない。既存の枠組みが役に立たない状況では、

どの科学技術や学術分野が必要なのかも分からない

からである。したがって、従来の科学技術ドリブン

型の発想はありえず、出発点である科学技術等＝

シーズではなく、終着点であるニーズから遡って考

えるしかない。このニーズは具体的には、企業等で

あれば最終製品やサービスであり、ターゲットとす

る顧客やその顧客の要望ということになる。地域社

会で言えば、地域発展のプランであり、地域課題の

解決策となる。これらニーズを満たすことを事業の

目的として設定し、そこに至る道筋を科学技術や経

営学、地誌や地域文化・風土等々の知識・知見を様々

に組み合わせて計画を立てていく方法に転換すべき

である。道筋は一つとは限らないが、出発点となる

現在の状況を踏まえ、最も実現可能性の高い道筋を

選択することが多い。選択された道筋に並ぶ多数の

課題（マイルストーン）をクリアしながら目的到達

を目指すことになるために課題解決型とも言われる

この方法は、多様な分野・範疇の知識・知見を組み

合わせ文理融合的な発想が求められる事業において

有効だと考えられている手法である。

４．誰が統合を担うのか　－ 事例分析 －

　ここからは、筆者がこれまで関わってきた事業や

取り組みの中から、このニーズ・プル型に当てはま

る事例を紹介し分析を行う。なお現時点では、事例

分析と分類の途上にあることをご了承いただきた

い。表１に示すのは、ある国立大学法人が大企業と

組織的に連携し共同研究等を実施した事例である。

科学技術ドリブン型の共同研究（Ａ社）の他、社会

的ニーズを先取りして基礎的技術開発を行う共同研

究（Ｂ社）や、企業がシーズを提供し、それに対す

るニーズを大学側が提案し実施する共同研究（Ｃ社）

が含まれている。いずれの事例でも文理融合的な知

識・知見を統合した検討が求められたが、そうした

検討の多くは企業側が実施しており、研究企画部門

や経営戦略部門等がそうした機能を担っていた。

　一方、大半の中小企業はそうした部門を有してい

ないうえ、従前の系列取引等の商慣行の影響もあっ

てか、そうした発想そのものが希薄である。取引先

からの要求に忠実に対応することで経営を続けてき

た多くの中小企業にとっては、そうした文理融合型

の知識・知見は別世界の話に聞こえるのかもしれな

い。表２には、そうした中小企業に対する支援や共

同開発事業等の事例として、地域産品を活かした新

商品の企画開発（Ｄ社）、既存製品の改良と高付加

価値化（Ｅ社）、そして潜在的ニーズの発掘と新商

品開発（Ｆ社）の３事業を挙げた。これらの事業は

大企業であれば独自に実施できたかもしれないが、

文理融合型の知識・知見の活用能力が低い中小企業

であったため、大学等の助力が求められたのである。

　しかしながら、全ての中小企業がそうした活用能

力で劣っているというわけではない。文理融合型の

知識・知見を存分に活用して成長してきた企業もあ

る。その一例を紹介し、他の企業との違いを明らか

表１　大企業との共同研究の例

表２　中小企業への支援事業等

目的 企業の役割 大学の役割 特徴

A社
新規製品向
け新素材の
発掘

材料特性の
提示と評価

研究中の材料
の改良

企業が商品開発計
画に基づいた材料特
性を定め大学に提示

B社
新規機能性
材料開発

材料特性の
提示と実用
性試験実施

新規材料の合
成と特性評価

企業が将来予測に基
づいた材料特性を定
め大学に提示

C社
企業が開発
した素材の
用途開発

新素材の提
供と事業性
検討

新素材を用いた
機能材料の設
計と特性評価

企業のシーズを、大
学側でニーズを想定
し研究開発実施

目的 企業の役割 大学の役割 特徴

D社
地域特産
物から加工
食品を開発

原料の提供
と製造体制
の構築

機能性成分の
特定と製造方
法開発

大学が機能性の発現
機構を明らかにし、地
域企業が製造販売

E社
既存商品
の高付加
価値化

新たな販売
網の構築と
製品改良

製品の効能の
定量化と新用
途の提案

大学が医療介護現場
のニーズを基に製品
評価し提案した

F社
害獣問題
の解決

装置の詩作
と効果実証
試験

害獣忌避原理
の発見と実施
手段の開発

地域課題を受け、大
学が開発した新手法
を地域企業が実用化
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にする。地方のベンチャー企業であったこの企業は、

同時期に設立された同じ地域の他のベンチャー企業

と比較すると、市場開拓や製品企画において顕著な

違いが見られた。他のベンチャー企業が設立時から

同一の技術分野や市場で企業活動を継続しているの

に対し、この企業は多様な技術分野・市場に参入し、

多くの失敗を重ねながらも一定の成功を収めて企業

規模を拡大してきた。こうした企業活動を支えてい

たのは、筆者の調査分析による限り２人のキーパー

ソン（Ａ、Ｂ氏とする）の存在であった。Ａ氏は社

外の情報を集めて分析し新事業等の企画を行ってい

た。集める情報は市場や他社の動向から先端技術情

報まで多岐にわたり、まさに文理融合型の知識・知

見を総合的に扱っていた。「全国で行ったことのな

い大学は無い」と言うくらい、産学連携に関する情

報収集も非常に熱心であった。Ｂ氏は事業部におい

て試験や試作を指揮する人物である。Ａ氏が提案し

た新企画や改善等について検討し、試験・試作等を

行って採否を判断していた。破壊的イノベーション

においてはこうした企画提案等の仮説を実際に検

証、分析、修正を繰り返して完成度を高めていくと

いう手法（４）が有効と言われており、本事例は、そ

うした仮説検証型の PDCA サイクルを回して企業の

発展を為し得た好例と言えよう。巧みに連携する２

人のキーパーソンの存在がこの企業の成長発展の原

動力となったと言え、こうした社員の存在が破壊的

イノベーションの成否を左右することのよい証左で

ある。しかしながら、こうした人材は希少であり、

ましてや育成は非常に難しく、こうした希有な事例

を除けば、中小企業が独自にキーパーソンを得て飛

躍を目指すことは困難であると言わざるを得ない。

５．地域での取り組み

　中小企業単独では困難な人材育成や経営戦略・企

画立案といった機能を、集団で補完しようとする試

みがある。長野県飯田市（5）や静岡県浜松市（6）での

取り組みが有名であるが、筆者が参画している事

例（7）（図２）では、市の工業会や商工会に加え市役

所がそれをサポートする形で参画し組織運営を行っ

ている。行政が産業界と密接に関わり合い、産業振

興を通じた地域活性化を図っていることが特徴であ

る。こうした地域における産官連携を基盤にして、

地域住民を巻き込んだ「全員参加の地域おこし」へ

と発展させ、自律的且つ自立的な事業へと定着させ

るべく取り組んでいる。地域振興・活性化を支える

人材はとかく外部に求める傾向がみられるが、そう

した外部人材が去ると同時に推進役を失って衰退す

る傾向があり、地元の人材が主導しない限り継続性

のある取り組みとはならない。そうした地域の人材

は、例えば地元で働く企業人、行政職、農家等の自

営業主、カフェの店主等々身近にいる人である事例

が多い。本事例は、そうした人材を地域内で発掘・

育成することも目的としている。当初は地域企業間

の人的課題に対する互助的な取り組みであったが、

企業・地域の人材育成から、経営者の資質向上や地

域のリーダの発掘・育成までも視野に入れた活動へ

と発展している。

　一方、次の事例（図３）は行政が主体となる取り

組みで、地域の観光振興を目的としている。これま

図１　ある中小企業でのイノベーション体制

図２　あきたかたコンソの事例 (7)
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ても、地域間競争には文理融合の多様な知識・知見

が不可欠である。優れた技術を持つ地元企業や誘致

された大手企業の生産工場だけでは地域の維持・発

展を支えることはもはや不可能であり、伝統や歴史、

観光資源開発やブランド戦略等、多様な分野にわた

る知識・知見を活用し新たな関係性を見出して独自

の高付加価値・高収益の商品や集客性の高い観光産

業を創出しなければならない。

３．ニーズ・プル型への転換：課題解決型事業

　破壊的イノベーションにおいては、特定の発明や

技術、特定の分野を出発点としたアプローチは成立

しえない。既存の枠組みが役に立たない状況では、

どの科学技術や学術分野が必要なのかも分からない

からである。したがって、従来の科学技術ドリブン

型の発想はありえず、出発点である科学技術等＝

シーズではなく、終着点であるニーズから遡って考

えるしかない。このニーズは具体的には、企業等で

あれば最終製品やサービスであり、ターゲットとす

る顧客やその顧客の要望ということになる。地域社

会で言えば、地域発展のプランであり、地域課題の

解決策となる。これらニーズを満たすことを事業の

目的として設定し、そこに至る道筋を科学技術や経

営学、地誌や地域文化・風土等々の知識・知見を様々

に組み合わせて計画を立てていく方法に転換すべき

である。道筋は一つとは限らないが、出発点となる

現在の状況を踏まえ、最も実現可能性の高い道筋を

選択することが多い。選択された道筋に並ぶ多数の

課題（マイルストーン）をクリアしながら目的到達

を目指すことになるために課題解決型とも言われる

この方法は、多様な分野・範疇の知識・知見を組み

合わせ文理融合的な発想が求められる事業において

有効だと考えられている手法である。

４．誰が統合を担うのか　－ 事例分析 －

　ここからは、筆者がこれまで関わってきた事業や

取り組みの中から、このニーズ・プル型に当てはま

る事例を紹介し分析を行う。なお現時点では、事例

分析と分類の途上にあることをご了承いただきた

い。表１に示すのは、ある国立大学法人が大企業と

組織的に連携し共同研究等を実施した事例である。

科学技術ドリブン型の共同研究（Ａ社）の他、社会

的ニーズを先取りして基礎的技術開発を行う共同研

究（Ｂ社）や、企業がシーズを提供し、それに対す

るニーズを大学側が提案し実施する共同研究（Ｃ社）

が含まれている。いずれの事例でも文理融合的な知

識・知見を統合した検討が求められたが、そうした

検討の多くは企業側が実施しており、研究企画部門

や経営戦略部門等がそうした機能を担っていた。

　一方、大半の中小企業はそうした部門を有してい

ないうえ、従前の系列取引等の商慣行の影響もあっ

てか、そうした発想そのものが希薄である。取引先

からの要求に忠実に対応することで経営を続けてき

た多くの中小企業にとっては、そうした文理融合型

の知識・知見は別世界の話に聞こえるのかもしれな

い。表２には、そうした中小企業に対する支援や共

同開発事業等の事例として、地域産品を活かした新

商品の企画開発（Ｄ社）、既存製品の改良と高付加

価値化（Ｅ社）、そして潜在的ニーズの発掘と新商

品開発（Ｆ社）の３事業を挙げた。これらの事業は

大企業であれば独自に実施できたかもしれないが、

文理融合型の知識・知見の活用能力が低い中小企業

であったため、大学等の助力が求められたのである。

　しかしながら、全ての中小企業がそうした活用能

力で劣っているというわけではない。文理融合型の

知識・知見を存分に活用して成長してきた企業もあ

る。その一例を紹介し、他の企業との違いを明らか

表１　大企業との共同研究の例

表２　中小企業への支援事業等

目的 企業の役割 大学の役割 特徴

A社
新規製品向
け新素材の
発掘

材料特性の
提示と評価

研究中の材料
の改良

企業が商品開発計
画に基づいた材料特
性を定め大学に提示

B社
新規機能性
材料開発

材料特性の
提示と実用
性試験実施

新規材料の合
成と特性評価

企業が将来予測に基
づいた材料特性を定
め大学に提示

C社
企業が開発
した素材の
用途開発

新素材の提
供と事業性
検討

新素材を用いた
機能材料の設
計と特性評価

企業のシーズを、大
学側でニーズを想定
し研究開発実施

目的 企業の役割 大学の役割 特徴

D社
地域特産
物から加工
食品を開発

原料の提供
と製造体制
の構築

機能性成分の
特定と製造方
法開発

大学が機能性の発現
機構を明らかにし、地
域企業が製造販売

E社
既存商品
の高付加
価値化

新たな販売
網の構築と
製品改良

製品の効能の
定量化と新用
途の提案

大学が医療介護現場
のニーズを基に製品
評価し提案した

F社
害獣問題
の解決

装置の詩作
と効果実証
試験

害獣忌避原理
の発見と実施
手段の開発

地域課題を受け、大
学が開発した新手法
を地域企業が実用化
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では関係するする企業・団体等の思惑が不統一で、

所謂縦割り行政の弊害もあって進展が無かったた

め、大学が関与することでこうした障害を打破し、

一体化された取り組みの実現を図っている。取り組

みは始まったばかりで、現時点では個別に検討され

ていた案や計画を統合し、全体計画をまとめる作業

に取りかかっている段階である。

６．大学の課題：学問体系への挑戦

　最後に、大学の役割について考えてみたい。これ

まで述べてきた文理融合型の知識・知見を統合した

研究や事業に取り組むにあたっては、これまでの学

問的見地からのアプローチを再考する必要があると

思われる。筆者の行った地域の課題解決事業の評価・

分析 (8) の結果からは、文理融合型の知識・知見を要

する課題に対し、これらを既存の学問体系の枠に当

てはめて取り組んだ場合の成果評価は低くなる傾向

が見られた。特に事業成果を実際に活用する段階で

評価が下がる傾向が顕著であり、文系理系を問わず

多様な分野・範疇からの検討が不十分な事業成果は、

学問的な評価は高くとも、実際には役立たないケー

スが多く見られている (9)。

　課題解決型事業では、課題が出発点である以上

ニーズ・プル型のアプローチにならざるを得ず、学

問分野・体系に依拠するシーズ・プッシュ型アプロー

チは不適切である。最初にニーズ＝課題があり、そ

こに至るアプローチを文理融合的に考える発想に転

換する必要があり、学問分野的に浅く広く知識や知

見を有する文理融合的な発想が得意なタイプのコー

ディネータが活躍するのではないかと考えられる。

７．まとめ　－　今後の展望　－

　これまでにも、こうしたニーズ・プル型の事例は

多数存在し、多くの産学官連携コーディネータ等が

実際にそうしたアプローチによる対処を行っている

が、これらの事例を文理融合型の知識・知見の統合

と捉え分析・評価を行う研究は端緒についたばかり

である。今後も本研究をさらに進め、このバックキャ

スティング的な発想と、ニーズ・プル型もしくは課

題解決型といった手法について詳細を解明し、実際

の事業計画や運営等に反映させたいと考えている。
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図３　ある地方都市での観光振興プラン

観光拠点化エリア

ワイナリー

農業体験
ゾーン

地産地消
ゾーン

運動公園

美術館

温泉地

街並み
景観地区

ジオパーク

観光農園

城址公園

観光農園




